大 会 宣 言
京都総評第89回定期大会は、コロナ危機によって、新自由主義政策がいのちと健康、暮らしと営業を困難に追い込むことを国民が身をもって感じ、「新型コロナ以前の社会に戻るのではなく、人間らしく生活できる社会を作りたい」という変化が生まれつつある中で開催されました。
大会の討論では、コロナ禍での労働実態からたたかうことを通じて前進を勝ち取ってきたこと、新自由主義による医療や公衆衛生体制などの破壊をストップし、いのちと暮らしをまもる政治を目指すこと、少人数学級の実現や平和を守るたたかい、組織拡大への決意などが出されました。
「月48万円必要」で世論を大きく喚起した最低生計費試算調査結果を確信に、私たちは、最賃引き上げ・循環型経済の実現に向けた、幅広い団体・個人との共同を目指し、最賃の大幅引き上げに全力尽くします。
コロナ禍によって、休業補償や雇用を守る仕組みの脆弱さ、低賃金の深刻さが露見しました。コロナを理由にした賃金・労働条件改悪・解雇などを許さず、「8時間働けばまともに暮らせる賃金を」「人間らしく働くために、労働時間の短縮、いのちと健康を守れ」「最賃1,500円は当たりまえ」をスローガンに、20秋季年末闘争と21春闘で、大幅賃上げとまともな雇用、労働時間の短縮などの前進を実現しましょう。あわせて、すべての争議の勝利・解決へ力を合わせることを呼びかけます。

コロナは、保健所の統廃合や人員削減、自治体機能のリストラ、医療提供体制削減など、新自由主義政策によって社会基盤が破壊されてきたことをも暴露しました。コロナを理由にした行政リストラを許さず、いのちと暮らしを守る国・自治体の実現を目指します。その象徴的な一歩として、少人数学級を求める共同の運動を広げきり、必ず勝ち取りましょう。
今年の通常国会でも、国民の声によって、野党共闘の国会論戦が深化し、雇用調整助成金の対象拡大や増額、全住民への給付金での予算の組み換え、検察庁法改正法案廃案など、安倍政権であっても政策転換せざるを得ない状況に追い込み、首相の辞意表明につながりました。今こそ、新自由主義政策と決別した、いのちと暮らしを守る新しい政治へ足を踏み出しましょう。改憲策動を打ち砕くために「改憲発議に反対する全国緊急署名」を広げに広げきることを呼びかけます。また、「沖縄にも京都にも米軍基地はいらない」を合言葉に、沖縄・辺野古への新基地建設阻止、経ヶ岬の米軍基地撤去を実現しましょう。
コロナ禍で労働組合の存在が大きく求められる情勢です。すべての労働者に労働組合を知らせ、組織の強化と拡大に、総力をあげましょう。

以上、宣言します。
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